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TPP に反対する理由
　生乳生産がなかなか上向いてこない。輸入飼料価格の高騰、離農戸数が減らない一方で後継者
や雇用者の確保が出来ない、天候不順で自給飼料のできが悪い等々、その理由はいろいろ考えら
れるが、TPP 交渉の先行きが不透明なことによる将来に向けた投資意欲が減退しているのも大
きく影響している。
　TPP の問題は、酪農、乳業の世界では乳製品の関税撤廃問題として捉えられているが、筆者
は TPP 交渉すべてを律しているグローバリズムの際限ない拡大こそ問題にすべきだと考えてい
る。特に ISDS 条項（投資家保護条項）などは、いくつもの国境を越えてビジネスを展開する多
国籍企業が、彼らの仕事をやりやすくするために、相手国の国家としての政策より投資家の利益
保護を優先すべきとする実にアナーキーな考え方といえる。国が国としての機能を保持するため
には、その国の伝統や価値観に根ざした社会的規範の尊重や法律及び種々の規制等を通じて国と
しての体制（公益）を確立する一方、個人や個別企業の利害（私益）追求を保証するという相
克する立場をバランスよく存立させることにあり、後者のみを強調すれば、国が国でなくなる。
TPP の条項を遵守させる力は国にしかなく、その役割に異を唱えれば TPP 自体が無効化される
ことになりかねない。国を酪農乳業界に置き換えて考えると、季節や地域ごとの需給調整の方法、
需給状況や乳質等に対する取引条件の調整、消費者の理解増進等業界あげての取り組みがあるか
ら個々の経営が安心して生産に励むことが可能となるのである。個々の経営者の側も酪農乳業界
を通ずる課題を熟知したうえで、いかに能動的に対応するかといった姿勢を示すことが業界全体
の発展にも貢献することとなる。
　なお、TPP 交渉参加国は少しでも自国に有利になるよう鎬をけずっており、国の中ではメリッ
トを受ける分野と割を食う分野が生じるが、ある国のある分野にとって交渉が成功であったか否
かの判断は、最終的には自国のその分野の雇用が増えたか否かにかかっている。従って、農業団
体は TPP 交渉に反対しているのだから、同時に国内の酪農乳業並びに関連業界が存立出来るよ
う全力を注いで欲しいものである。

酪農乳業界は需給調整を必須とする業界
　酪農家の生産物は生乳である。わが国では生乳の最大の仕向け先は牛乳である。生乳、牛乳と
もに液状で腐敗しやすく保存がきかないためハンドリングに大変な困難が付きまとう。加えて、
季節あるいは地域ごとの需給がバランスしないことが多い中で、生産及び処理は毎日行わなけれ
ばならず、このような商品特性にも拘わらず、取引相手に対しては安定供給および安定引取りを
行う必要があり、とてものこと個別の生産者と乳業者がそれぞれに取引してうまくいく世界では
ない。指定生乳生産者団体が必要とされ、多くの国にその種の団体が存在しているゆえんである。
酪農生産基盤の脆弱化が懸念されている昨今とちがい、平成 10 年代までは周期的に生乳の過剰
状態が現出し、その都度牛乳の安売り競争の解消に多大の労力が注がれることとなった。その過
程で、余剰生乳の乳製品向け取引に対する「とも補償」の自主的取り組み、指定生乳生産者団体
の広域化、取引成分規格の見直し改定、都府県の生乳過不足に対応した北海道との移出入の調整
等酪農乳業界が全体として編み出したルールも多い。
　現在の脆弱化した酪農の生産基盤を何とか再構築しなければという気持ちは、酪農乳業に係る
すべての者に共有されているが、そのために何をすべきかについての具体的提案はほとんど聞こ
えてこない。前述したように酪農乳業界の現在の取引条件は、生乳過剰に対応すべく取り決めら
れたものであることを考えると不足時に即応すべくこれらを見直すべきであると思っている。取
引条件や需給調整の役割分担等について関係者が同一のテーブルについて総点検を行い、何をど
うすれば生産者が増産に向けて動き始めるのか、その際、各関係者は自らはなにをすべきかにつ
いて自ら方向性を見極めることが要請される。

リレーコラム
「貢献する気持ち」を大切に
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酪農家が酪農乳業界に貢献できること
　酪農家がどういう経営を指向するかは経営者が決めるべきもので、外部がこれに容喙（ようか
い）すべきではないが、どういう経営を行うかは周囲ひいては、結構、酪農界に知らず知らずの
うちにいろんな影響を与えるものである。であるなら自分の選んだ経営スタイルが酪農界にプラ
スの貢献が出来るみちを選びたいというのが人情であろう。この件に関する筆者の思いを披露し
てみたい。
１） 乳質の向上に努める

生乳はどこかの段階で合乳される。乳成分、体細胞数、風味等は合乳されたすべての品質が
合わさったものである。悪い乳質のものは全体の足を引っ張ることになる。

２） 地域の資源を活用する
伝統的な我が国農業の姿は、複合経営である。地域の農地資源が限られている中で、耕種と

畜産が併存していれば連携することで地域としての複合経営が実現し、双方にメリットが生じ
る。耕畜連携は飼料用稲だけではなく、地域の耕種のあり方に応じて多様な活用の道がある。
地域のエコフィードの活用はいうまでもない。

３） 酪農の産業インフラに参画する
酪農界にはコントラクター組織、TMR センター、ヘルパー組合、牛群検定組合、公共育成

牧場等々、元来個々の酪農家が個別に行っていた作業を外部化し、今や酪農産業のインフラに
成長した分野が多数存在する。これらが存在できている理由は、多くの農家が参加することに
より外部化された組織の規模が大きくなり効率化できることと、専門的職員の配置等により農
家に供給される資材やサービスの質が向上することにある。また、これらの組織を単に利用す
るだけでなく、出来ればその運営に参画して欲しい。双方の立場を経験することでトータルと
しての効率化への理解が深まると考えるからである。

４） 国内産牛精液を使う
我が国の乳用牛改良の基となる種雄牛は、多くの牛群検定参加農家の協力とワンクール６年

という歳月を経て造成されるが、その選抜牛が実際に使われなければ改良事業は意味をなさな
い。従って国内産種雄牛を使うことだけで我が国の改良事業に貢献することになる。国内で使
われているホルスタイン種精液の４割以上が輸入に係るもので、そのうち７割は国内産に比べ
て能力が明らかに劣っている。国産精液を使うことは、経営の向上に併せ、国内の改良事業の
継続にも寄与することになる。

５） 経営を健全なものにする
酪農経営を成り立たせている経営的、技術的要素は多岐に及び、個々の要素の取捨選択や組

み合わせの適否が経営の実績に反映する。その際心すべきことは、規模拡大、一頭あたり乳量、
乳飼比などの本来中間的目標に過ぎない指標を自己目的化してはいけないことである。各要素
の評価は、中長期的な視点を含めた経営向上、安定に寄与しているかであって、これを忘れる
と規模拡大が所得の減になったりする。

経営を向上させるためには、その経営の弱点の把握と改善の方策を見いだすことから始める
べきであり、そのツールとして牛群検定を利用することは必須の要件である。

健全な経営は、最終的には最終乳製品のコスト引き下げや良質乳製品の供給を通じて消費者
の共感を呼ぶ。個々の経営が日々取り組んでいる地道な努力は、我が国酪農の発展につながっ
ているのである。

信國　卓史（のぶくに　たかふみ）

家畜改良事業団　理事長
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